
①令和３年度譲与額 130,462千円

②私有林人工林面積（※１） 158,983ha

③人口（※２） 1,588,256人

④林業就業者数（※３） 2,011人

※１：「 2020農林業センサスより」より、※２：「R2年国勢調査」より、
※３：「H27年国勢調査」より

鹿児島県（森林経営管理市町村サポートセンター）市町村支援

 森林経営管理制度の推進を図るため，林業技術職員の数や森林･林業施策の経験が不足している市町村の支援策として，当制度の運用
に係る技術的な助言・指導を行う「森林経営管理市町村サポートセンター(愛称：もりサポ)」を県森林組合連合会（以下｢県森連｣）に設
置した（令和元年５月）。

 運用を開始した令和元年度以降，もりサポの活動により当制度の推進に対する市町村の意識醸成が図られた。
 市町村への個別訪問指導等により，意向調査，地元説明会の開催，集積計画の作成などが円滑に進められた。
 令和３年度末で，17市町が31地区で119haの集積計画を作成し，うち７市が８地域で30haの配分計画を作成している。
 ＨＰによる情報発信や窓口対応により，市町村からの相談や問い合わせが増加傾向にあり，当制度の普及・定着が図られている。

◇ 基礎データ

□ 事業内容
森林経営管理推進サポート事業（令和元〜５年度）
県森連(もりサポ)に下記業務を委託した。
• 市町村，県地域振興局，林業事業体等との連携体制の構築
• 森林情報の収集，意向調査，森林経営管理(実施)権配分計画の作成
などの市町村業務に対する助言等

• 制度の普及啓発及び情報発信（ＨＰ開設）
【事 業 費】R3：16,518千円（全額譲与税）
【実 績】・各地区説明会や検討会（26回）

・市町村への個別訪問指導（140回）
・県庁･各地域振興局との協議（47回）
・その他の個別協議や相談対応など（63回）
・市町村専用の会員サイトの運営

（住⺠説明会）

□ 事業スキーム

□ ⼯夫・留意した点
• 集約化等の経験豊富な森林組合の上位組織を委託先に選定
• もりサポで県林業職員ＯＢを雇用して事業効果の発現を促進
• 市町村への理解が得られやすいよう個別訪問指導等を徹底
• 各地域振興局に専属配置された職員が市町村支援をフォロー
• 専用HPによる情報発信（市町村専用の会員サイトを運営）

県庁 もりサポ（県森連）

県地域振興局

市町村

森林組合

森林所有者

協力･連携

委託
契約

交渉

連携

（配分計画の協議）（集積に向けた現地検討）



①令和３年度譲与額 130,462千円

②私有林人工林面積（※１） 158,983ha
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※１：「 2020農林業センサスより」より、※２：「R2年国勢調査」より、
※３：「H27年国勢調査」より

鹿児島県（地域林政アドバイザー育成・確保事業）市町村支援

 森林経営管理法に基づき，市町村は森林経営管理制度に取り組んでいるが，経営管理されていない森林の抽出，当該森林所有者への
意向調査に基づく法定計画等作成に係る実務及び市町村森林経営管理事業の執行など，これまでに経験のない業務を担っている。

 県内において，林業技術職を配置しているのは３市町に過ぎず，大半を占める一般職については短期間での異動も相まって，慢性的
な人材不足に陥っている。これは全国的な傾向であり，国は市町村に対して，地方交付税を活用した「地域林政アドバイザー」の雇用
を推進しているが，国が示す要件等に見合う人材が確保できず，制度推進上の隘路となっている。

 これらを背景に，同法に基づき市町村支援を行うべき県が，当該要件を満たす研修内容について林野庁の認定を受けて実施し，市町
村が求める人材を育成･確保することとしている。

◇ 基礎データ

□ 事業内容
地域林政アドバイザー育成・確保事業（令和３〜５年度）
県森林組合連合会（以下「県森連」）に下記業務を委託し，市町村支
援の一助とした。
➀地域林政アドバイザー育成協議会の設置･運営
・有識者５名(国,県,鹿児島市,現職アドバイザー,森林組合)で構成
・研修前後に１回ずつ開催（7月7日，12月21日）
・カリキュラムや次年度に向けた課題等の検討について協議

②地域林政アドバイザー育成研修の開催
・５日間（11月8〜12日）の研修を開催
・必要な座学に加えて，現地視察及びグループ討議を実施

【事 業 費】R3：2,255千円（全額譲与税）
【実 績】地域林政アドバイザー10名を養成

□ 事業スキーム

□ ⼯夫・留意した点
• 有識者で構成する協議会によりカリキュラム等を決定
• 国の要件である座学に加えて現地視察やグループ討議を導入
• 市町村が推薦する候補者と一般公募により対象者を確保
• 各講義ごとに「ふり返り」の時間を設けて習熟度を把握
• 次年度に向けて研修後の協議会で課題等を整理

県
庁

協議会
(委員５名)

育成研修
(５日間)

受講者
R3：10名

委嘱
林
野

庁

県
森

連申請

認定

委託

開催

意見
市町村推薦

応募

市町村

募集

検討

一般応募
募集

（協議会） （グループ討議）（現地：森林調査）



□ 事業内容
市町村森林管理技術者等養成(全体･地区)研修
【事業費】837千円（全額譲与税）
【実 績】

① 全体研修 参加者51名（23市町・県）

（内容）・ 森林経営管理制度の推進方法等

・ 森林経営管理制度の取組状況 など

② 地区研修 １地区 参加者21名（５市町・県）

（内容）・ 森林現況に応じた管理方法

・ 市町村管理事業の発注方法

・ ＵＡＶ等を用いた森林調査・境界明確化 など

□ 事業スキーム

□ ⼯夫・留意した点
• 県の森林総合監理士等を講師に選定
• 一般職主体の市町村向けに基本から応用に至る研修企画
• 各地域の進捗に応じた講義･現地等のカリキュラムを設定
• 森林経営管理制度の運用に係る先行事例や，森林環境譲与税
を活用した事例を紹介し，市町村の意識を醸成

鹿児島県（市町村森林管理技術者等養成事業）市町村支援

 森林経営管理制度の運用に際し，林業技術職員が少ない市町村に対する技術支援策として令和元年度から着手。
 令和３年度においても，森林管理技術等に関する知識や技術を取得するための以下の研修を実施。
• 全体研修（講義）

森林経営管理制度の進め方や市町村の取組事例について
• 地区研修（現地研修等）

森林現況に応じた管理方法や施業技術等の習得等について

（全体研修）

◇ 基礎データ

（地区研修：森林の管理方法）
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